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（百万円未満切捨て） 
１．19 年３月期の連結業績（平成 18 年４月１日～平成 19 年３月 31 日） 
(1)連結経営成績                                （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円   ％

19 年３月期 
18 年３月期 

38,098  20.2 
31,706  21.6 

10,943    21.9
8,980  241.7

10,830     21.0 
8,948  260.8 

6,234     21.7
5,123  173.2

 

 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        

自 己 資 本 

当期純利益率 

総 資 産 

経常利益率 

売 上 高 

営業利益率 

  円 銭  円 銭 ％ ％ ％

19 年３月期 
18 年３月期 

102.75 
83.33 

－
－

22.9
23.2

28.2 
26.5 

28.7
28.3

(参考) 持分法投資損益       19 年３月期  △51 百万円   18 年３月期 50 百万円 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

19 年３月期 
18 年３月期 

41,076 
35,616 

29,980
24,524

72.8 
68.8 

493.00
403.06

(参考) 自己資本          19 年３月期 29,913 百万円   18 年３月期  －百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

19 年３月期 
18 年３月期 

5,960 
8,696 

△4,984
△2,848

△1,522 
△5,425 

2,063
2,609

 
 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日）中間期末 期末 年間 

配当金総額
(年間) 

配当性向 
（連結） 

純資産 
配当率 
（連結） 

  円 銭  円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 

18 年３月期 
19 年３月期 

－ 
－ 

15.00 
25.00 

15.00
25.00

910
1,516

18.0
24.3

2.9 
5.6 

20 年３月期（予想） 12.50 12.50 25.00  21.7  

    （注）19 年 3 月期期末配当金の内訳 普通配当 20 円 00 銭 
                      記念配当 5円 00 銭 
 
３．20 年３月期の連結業績予想（平成 19 年４月１日～平成 20 年３月 31 日） 

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり 

当期純利益 
 百万円  ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円  ％ 円  銭

中 間 期 
通    期 

21,100  15.1 
43,000  12.9 

6,300  21.9
12,300  12.4

6,200  20.7
12,000  10.8

3,700  24.2 
7,000  12.3 

60.98
115.36
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４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）   無 
 
(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有 
② ①以外の変更   有 

〔(注)詳細は、21 ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」、23 ページ「連結財務諸表
作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 

 
(3) 発行済株式数（普通株式） 

①期末発行済株式数（自己株式を含む） 19 年３月期 60,770,910 株 18 年３月期 60,770,910 株 
②期末自己株式数  19 年３月期      93,380 株 18 年３月期 92,210 株 
 (注) 1 株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、34 ページ「１株当たり情報」

をご覧ください。 
 
 
(参考)個別業績の概要 
 

１.19 年３月期の個別業績(平成 18 年４月１日～平成 19 年３月 31 日) 
(1)個別経営成績                             （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円   ％

19 年３月期 
18 年３月期 

27,932    20.5 
23,181  52.5 

8,528     20.8
7,062  578.9

8,996     22.6 
7,337  454.3 

5,348     24.1
4,307  313.1  

 
(2)個別財政状態 

 総 資 産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

19 年３月期 
18年３月期 

35,690 
30,894 

27,556
23,036

77.2 
74.6 

454.15
378.83

(参考) 自己資本       19 年３月期    27,556 百万円  18 年３月期  －百万円   
２．20 年３月期の個別業績予想（平成 19 年４月１日～平成 20 年３月 31 日） 

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 
当期純利益 

 百万円  ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円  ％  円 銭
中 間 期 
通    期 

16,300  18.9 
32,300  15.6 

5,400  25.1
10,000  17.3

5,800  26.2
10,500  16.7

3,600  31.0 
6,400  19.7 

59.33
105.48

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        

 円 銭 円 銭

19 年３月期 
18年３月期 

88.14 
70.17 

         － 
        －

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

上記の業績予想は、現時点で入手された情報に基づくものであり、実際の業績は、様々な要因に 

より異なることがありますことをご承知おき下さい。 

 なお、業績予想に関する事項は７ページをご参照ください。 
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１．経営成績 
 
（１）経営成績に関する分析 

（当期の経営成績） 

当連結会計年度（以下「当期」といいます。）における我が国経済は、企業収益が好調に推移する

中、設備投資が増加し、輸出も拡大いたしました。また、雇用情勢及び個人消費にも改善が見られ、

景気は緩やかな回復基調が続きました。特に素材産業は、中国を中心とした世界的な素材需要の拡

大により、高水準の生産・販売を維持いたしました。しかし一方で、原油や素材の価格動向など、

不透明な面も現われはじめました。 

金属チタン業界は、世界の航空機産業の更なる拡大とアジアを中心とした一般産業需要の拡大に

より、好調を持続いたしました。 

当社は、好調な需要に対応するため、フル操業を維持し、製品の安定供給に努めました。また、

チタンインゴットの新工場の建設に着手するとともに、スポンジチタンの大幅な能力増強の検討を

進めました。 

このような状況の下、金属チタンの販売量は前期から更に増加し、販売価格の改善もあり、金属

チタン事業は、大幅な増収増益を達成いたしました。 

電材事業は電子部品需要の回復により、触媒事業もポリプロピレン需要の拡大を背景に、それぞ

れ増収増益となりました。 

以上の結果、当期の業績は、売上高は前期比20.2％増の380億98百万円、営業利益は前期比21.9％

増の 109 億 43 百万円、経常利益は前期比 21.0％増の 108 億 30 百万円、当期純利益は前期比 21.7％

増の 62 億 34 百万円と、売上高、利益ともに過去最高を更新いたしました。 

 

金属チタン事業 

当期の金属チタンの需要は、航空機向けの需要が拡大したことに加え、化学プラント、海水淡水

化プラント等の一般工業向けや民生品向けの需要も堅調に拡大いたしました。需要の拡大に伴い、

販売価格も改善いたしました。また、世界的な粗鋼生産の増加により、鉄鋼添加材向けの需要も旺

盛で、価格も高水準を維持いたしました。 

当社は、引き続きフル操業による製品の安定供給を行うとともに、現有設備での生産効率向上に

よる増産に努めました。また、急速な需要の伸びに対応するためには、チタンインゴット及びスポ

ンジチタンのそれぞれにおいて大幅な生産能力増強が必要と判断し、インゴットについては、北九

州市において昨年（平成 18 年）７月に新ＥＢ工場の建設を開始いたしました。スポンジについても、

昨年７月に茅ヶ崎工場の設備増設に着手したことに加え、11 月には新工場建設による大幅能力増強

の構想を発表し、その具体化につき検討を進めました。 
当期のスポンジチタンの売上高は、前期比 9.9％増の 95 億 92 百万円となりました。また、国内

展伸材メーカーの増量要請に対応した結果、チタンインゴットの売上高は、前期比 30.8％増の 123

億 59 百万円となりました。 
また、高純度チタンも、半導体ターゲット材向けの販売が大きく拡大し、売上高は前期比 38.9％

増の 19 億 42 百万円と大幅な増収となりました。 

チタン加工品も、提案型営業を一層推進するとともに、新規分野の開拓を進め、前期比 31.7％増

の 39 億 76 百万円と大きく売上高を伸ばしました。 

これらの結果、当事業の売上高は前期比 22.5％増の 285 億 65 百万円、営業利益は前期比 21.0％

増の 101 億 69 百万円と、大幅な増収増益を達成いたしました。 
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電材事業 

主要製品は、高純度酸化チタン、超微粉ニッケル等の電子セラミックス原料であります。 

主要用途である電子部品の需要は回復しましたが、競争の激化や顧客要求の高度化、原料である

ニッケル価格の高騰など、厳しい事業環境が続きました。このような中、既存顧客へのきめ細かな

対応と新規顧客の開拓に取り組むとともに、製品の高付加価値化による販売量の拡大に努めました。

その結果、高純度酸化チタンの売上高は前期比 9.4％増の９億 32 百万円、超微粉ニッケルの売上高

は前期比 5.6％増の 12 億 86 百万円となりました。 

これらの結果、当事業の売上高は、前期比 8.0％増の 25 億 62 百万円となり、営業利益は、増収

に加え、歩留り改善等による生産効率化や各種のコスト削減に努めた結果、前期比 136.9％増の３

億 54 百万円となりました。 

 

触媒事業 
主要製品は、プロピレン重合用高活性触媒「ＴＨＣ」であります。 

当期におけるポリプロピレンの需要は、原油価格の高騰による原料のナフサ価格上昇からの減退

懸念がありましたが、その樹脂特性から、アジアを中心に需要は堅調に推移いたしました。 

一方、触媒競合メーカーの状況に関しては、大手化学メーカーによる触媒専業メーカーの買収が

あり、業界内での構造に大きな変化が生じ、今後ともその動きを注視していかなければならない状

況であります。 

こうした状況下、顧客ごとの技術サービスを継続展開し、個別要求への迅速な対応など顧客満足

度向上を目指した積極的な営業活動を行い、主力製品であるＴＨＣの販売量は、前期から更に増加

いたしました。生産面では、２工場体制における最適生産の基本方針の下、黒部事業所は汎用品中

心の生産を、茅ヶ崎工場は顧客要求に対応した多品種生産を実施しました。また、期初から開始し

た黒部事業所の第２工場の建設工事を予定どおり終了いたしました。 

これらの結果、当期における売上高は、ＴＨＣの増販及び円安を主要因に前期比 15.1％増の 54

億 62 百万円となりました。営業利益は、当期においてたな卸資産の評価基準を後入先出法から先入

先出法へ変更したという減益要因はありましたが、前期比8.7％増の16億 25百万円となりました。 

 

技術開発の動向 

金属チタン事業においては、スポンジチタン及びチタンインゴットの生産能力増強及び品質向上

を目指した生産技術の改善・改良を継続的に進めております。開発した技術は、現工場での工程改

善とともに、今後建設するスポンジ、インゴットそれぞれの新工場で実用化することにより、事業

競争力の強化を図っていく考えであります。一方で、チタンの大幅コストダウンによる用途拡大を

図るため、新製錬法の開発を鋭意進めております。 

電材事業及び触媒事業でも、それぞれの事業強化のため、品質向上、技術力強化、新規製品開発

等の研究開発に取り組んでおります。 

以上のように既存事業の強化に注力する一方、当社の技術シーズを活かして、可視光応答型の光

触媒の開発など、一層の事業領域拡大と新規事業の開拓に向けた研究開発も進めております。可視

光応答型光触媒の開発については、パイロットプラントを設置し、サンプルワークを開始いたしま

した。 

また、昨年 12 月、当社は、チッソ株式会社及び新日鉱ホールディングス株式会社との間で、太陽

光発電用途ポリシリコン製造技術の実証化に関し合弁契約を締結いたしました。本技術では、当社

が長年にわたり蓄積してきた金属チタン製造における電解技術を活用することとしております。今

後、平成 20 年 6 月を目途に、太陽光発電用途ポリシリコンの量産化技術の確立を目指してまいりま

す。 
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更に、当社グループ全体の研究開発体制強化の一環として、各事業の研究開発設備・評価設備を

集約した新たな研究開発棟の建設を行い、本年（平成 19 年）４月に完成いたしました。 

 

その他 

当社は、昨年９月１日をもって、東京証券取引所の市場第一部銘柄に指定されました。 

本年２月、事業環境の変化に対応し全社一丸となって諸課題に取り組む体制を確立するため、当

社職制を全面的に改正いたしました。これにより、従来の統括本部、事業部組織を廃止し、機能別

に経営企画本部、技術管理本部、営業本部、生産本部、技術開発本部、チタンプロジェクト本部か

ら成る本部制組織を導入いたしました。 

当社と大塚化学株式会社は、本年３月末をもって、両社共同出資の日本ウィスカー株式会社を通

じて行っていたチタン酸カリウムウィスカーの製造・販売を中止いたしました。工場敷地面の課題

や今後の需要環境等を考慮して、協議の結果、合弁事業の中止を決定したものであります。当社と

しては、チタン酸カリウムを含むチタン酸塩製品は引き続き有望な事業分野であると位置付けてお

り、今後は独自にユーザーの各種要望に応えた新規製品開発に取り組んでいく所存であります。 
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事業部門別・製品別売上高                                              （単位：百万円） 

区 分 製 品 名 
当期 

（平成19年３月期）
（構成比率）

前期 
（平成18年３月期）

増減率 

スポンジチタン 9,592 （25.2％） 8,731 9.9％

チタンインゴット 12,359 （32.5％） 9,447 30.8％

高純度チタン 1,942 （ 5.1％） 1,398 38.9％

チタン加工品 3,976 （10.4％） 3,018 31.7％

その他 693 （ 1.8％） 715 △ 3.0％

金属チタン事業 

小  計 28,565 （75.0％） 23,311 22.5％

高純度酸化チタン 932 （ 2.4％） 852 9.4％

超微粉ニッケル 1,286 （ 3.4％） 1,218 5.6％

その他 342 （ 0.9％） 302 13.3％
電 材 事 業        

小  計 2,562 （ 6.7％） 2,372 8.0％

触 媒 事 業        
プロピレン重合用高

活性触媒「ＴＨＣ」

等 
5,462 （14.3％） 4,747 15.1％

そ の 他 事 業 環境分析等 1,508 （ 4.0％） 1,275 18.3％

合        計 38,098 （100.0％） 31,706 20.2％

 
事業部門別営業利益                                                    （単位：百万円） 

区   分 
当期 

（平成19年３月期）
（構成比率）

前期 
（平成18年３月期）

増減率 

金 属 チ タ ン 事 業           10,169 （82.5％） 8,404 21.0％

電 材 事 業           354 （ 2.9％） 149 136.9％

触 媒 事 業           1,625 （13.2％） 1,494 8.7％

そ の 他 事 業           177 （ 1.4％） 104 69.6％

合        計 12,326 （100.0％） 10,153 21.4％

消 去 又 は 全 社 △ 1,383 △ 1,173 －

連        結 10,943 8,980 21.9％
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（次期の見通し） 

 
金属チタン事業は、航空機向け、一般産業向けとも、引き続き好調な需要が予想されます。この

ような中、安定生産に努めるとともに、本年度中に完成予定の増強設備の活用、技術の改善・改良

により更なる増産を目指すこととします。販売価格は、スポンジ、インゴットともに、前期に対し

改善が見込まれます。一方、鉄鋼添加材向けのスポンジ価格については需給の緩和により低下する

と予想され、また、インゴット及びスポンジの生産能力増強計画の推進、研究開発体制の強化・拡

充に伴う費用の増加も見込まれます。 

電材事業は、主要原料であるニッケル価格の高騰など厳しい事業環境が継続するものと予想され

ます。触媒事業は、主要用途であるポリプロピレン（ＰＰ）の需要伸長を背景に、好調な販売を維

持するものと思われます。 

以上により、次期（平成 20 年 3 月期）の業績に関しましては、次のとおり予想しております。 

 
平成 20 年３月期業績予想（連結）                                           （単位：百万円） 

 中 間 期 通  期 
（参考） 

当期（19 年３月期） 

売 上 高 21,100 43,000 38,098 

営 業 利 益 6,300 12,300 10,943 

経 常 利 益 6,200 12,000 10,830 

当 期 純 利 益 3,700 7,000 6,234 

 
平成 20 年３月期業績予想（個別）                                           （単位：百万円） 

 中 間 期 通  期 
（参考） 

当期（19 年３月期） 

売 上 高 16,300 32,300 27,932 

営 業 利 益 5,400 10,000 8,528 

経 常 利 益 5,800 10,500 8,996 

当 期 純 利 益 3,600 6,400 5,348 

１株当たりの配当金
（ 単 位 ： 円 ） 12.50 

25.00 

（うち普通配当 25.00） 

25.00 

（うち普通配当 20.00）
（うち記念配当 5.00）

 

 
（２）財政状態に関する分析 
 
（資産、負債及び純資産の状況） 

資産の部は、生産能力増強投資に伴う有形固定資産の増加及び売上の増加に伴う売上債権の増加を

主因に、前期末比 54 億 59 百万円増の 410 億 76 百万円となりました。 

負債の部は、未払法人税等の減少はありましたが、その他流動負債の増加を主因に、前期末比 40

百万円増の 110 億 96 百万円となりました。 

少数株主持分を含めた純資産の部は、前期末比54億 19百万円増の299億 80百万円となりました。

主な増加は、当期純利益 62 億 34 百万円であり、主な減少は、剰余金の配当９億 10 百万円でありま

す。以上の結果、自己資本比率は、前期末の 68.8％から 72.8％に増加しました。 

 
（キャッシュ・フローの状況） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が増加しましたが、法人税等の

支払額が増加したことを主因に、前期比 27 億 35 百万円減の 59 億 60 百万円となりました。 
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投資活動によるキャッシュ・フローは、金属チタン及び触媒事業の生産能力増強を主体とした設

備投資の増加を主因に、前期比 21 億 36 百万円減の△49 億 84 百万円となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前期比 39 億２百万円増の△15 億 22 百万円となりまし

た。これは、短期借入による収入が 17 億 10 百万円増加したこと及び短期借入金の返済が 24 億 40

百万円減少したことが主な要因であります。 

以上の結果、当期末の現金及び現金同等物残高は、前期末と比べ５億 46 百万円減の 20 億 63 百

万円となりました。 

 
  なお、主要なキャッシュ・フロー指標は、次のとおりであります。 

 平成 15 年

３月期 

平成 16 年

３月期 

平成 17 年

３月期 

平成 18 年 

３月期 

平成 19 年

３月期 

自己資本比率 47.0％ 51.5％ 61.5％ 68.8％ 72.8％ 

時価ベースの自己資本比率 

（株式時価総額／総資産） 
47.1％ 87.8％ 313.2％ 1,437.9％ 852.3％ 

キャシュ・フロー対有利子負債比率 

（有利子負債／営業ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ） 
4.7 3.4 1.3 0.3 0.4 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 

（営業ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ／利払い） 
12.9 22.1 47.5 160.7 168.1 

（注）１．時価ベースの自己資本比率 
株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しており

ます。 
総資産は、期末総資産額を使用しております。 

２．キャシュ・フロー対有利子負債比率 
有利子負債は、連結貸借対照表の短期借入金と長期借入金の合計額であります。 
営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・

フローを使用しております。 
３．インタレスト・カバレッジ・レシオ 

営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・

フローを使用しております。 
利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 
（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

利益配分に関しては、「業績を反映した株主還元」を基本に、企業基盤強化に向けた内部留保 

の必要性と安定配当の維持にも意を払いつつ決定することを方針としております。 

株主への配当金は、連結当期純利益の 20％程度を目安とし、設備投資、財務状況等を勘案し 

て決定することとしております。 

内部留保資金は、将来の成長と競争力強化のための設備投資等に充て、業績の向上と財務体質 

の強化を図ってまいります。 

この方針のもと、当期（平成 19 年 3 月期）の株主配当金は、普通配当 20 円に、東証一部指定 

記念配当 5円を加え、１株につき 25 円を予定しております。 

次期（平成 20 年 3 月期）につきましては、年間配当金を１株 25 円（当期に比べ 5円の普通配

当増配）とし、うち中間配当金を１株 12.5 円とすることを予定しております。 
 
（４）事業等のリスク 

①特定用途向けの需要が大きな割合を占めていることによる需要変動のリスク 

金属チタン事業の主力製品の一つであるスポンジチタンは、航空機向け用途が需要の中心とな 

っております。電材事業の高純度酸化チタン及び超微粉ニッケルも、積層セラミックコンデンサ

向け用途が需要の大部分を占めております。また、触媒事業の「ＴＨＣ」は、プロピレン重合に

ほぼ特化した触媒であります。このように当社グループの事業は、セグメント別に見た場合、特  
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定用途向けの需要が大きな割合を占め、当該用途先業界の好不調により販売量が大きく変動する

傾向があります。 

特に、航空機向けのスポンジチタンは、これまで、世界の経済情勢や航空旅客数の動向、航空 

会社による航空機の更新やメンテナンス需要の動向等により、大きな幅で好不調を繰り返してま

いりました。最近では、平成 13 年の米国同時多発テロ後、販売量が大きく落ち込み、その回復

には２～３年を要しました。今後、景気の停滞や地政学的リスクの顕在化等により、需要が再び

悪化する可能性があります。 

また、一般工業向けのチタンインゴットについても、その多くが電力、化学プラントや海水淡 

水化プラント用として、主にアジア・中東地域向けに間接輸出されております。したがって、こ

れらの地域の政治・経済情勢の変動により、需要が悪化する可能性があります。 

当社グループは、事業の多角化、製品の新たな用途開拓、競争力ある製品の提供により、その 

影響を最小限にすべく努めておりますが、用途先業界の状況変化によって、当社グループの業績

に悪影響が及ぶ可能性があります。 

②価格変動のリスク 

金属チタンをはじめとする当社グループの製品の価格は、需給の動向により大きく変動する傾 

向があります。 

特に金属チタンに関しては、航空機及び一般工業向け需要の拡大に伴い、これらの用途に用い 

られる展伸材向けスポンジチタン及びチタンインゴットの価格は、現在に至るまで上昇基調にあ

ります。これに加え、鉄鋼添加材向けのスポンジチタンの価格も、鉄鋼生産増大の影響で高騰し

ており、展伸材向けのスポンジチタン価格を上回る状況も生じております。今後、需給の動向に

よっては、これらの価格が下落し、当社グループの業績に悪影響が及ぶ可能性があります。 

③輸出比率が高いことによる為替リスク 

金属チタン事業のスポンジチタンや触媒事業のＴＨＣは、輸出が販売量の大きな割合を占め 

   ております。電材事業でも、相当量の輸出を行っており、当社グループ全体の売上高に占める輸

出の割合は、当連結会計年度実績で 32.1％となっております。輸出の多くはＵＳドル建てとな

っているため、為替による影響を受けます。当社グループは、短期的な変動に関し為替予約取引

によるヘッジを行うなど、為替リスクを最小化すべく努めておりますが、為替の変動によっては、

当社グループの業績に悪影響が及ぶ可能性があります。 

④地震等の自然災害のリスク 

当社グループは、製品のほとんどを自社で生産しており、自然災害による工場施設に対す     

る被害により、製品の生産・販売に支障が生じる可能性があります。特に、主力の茅ヶ崎工場は、

東海地震の地震防災対策強化地域内に所在いたします。当社グループは、これら自然災害による

被害を防ぐべく、設備の耐震強化、防災諸設備の整備、防災体制の強化、防災訓練の実施などの

対策に努めておりますが、自然災害の規模及び内容によって、当社グループの業績や財務状況に

悪影響が及ぶ可能性があります。 

⑤環境・安全に関するリスク 

当社グループは、製造現場を持つ企業として、安全確保と環境保全は事業運営上、最も重視 

しなければならない事項と認識しております。そのため、設備・技術の改善や管理体制の強化に

より、安全操業の維持と環境汚染の防止に万全を期しておりますが、万が一、事故・災害等が発

生した場合は、操業の停止・制約や対策コストの発生により、当社グループの業績に悪影響が及

ぶ可能性があります。 

⑥品質に関するリスク 

当社グループは素材メーカーであり、その社会的使命は、顧客が満足する製品・サービスを 

安定的に供給することであります。そのため、ＩＳＯ9001 に基づく品質管理システムを整える

とともに、その維持及び継続的な改善により品質管理に万全を期しておりますが、万が一、品質

不良、品質事故等が発生した場合は、対策コストの発生や当社製品への評価の低下により、当社

グループの業績に悪影響が及ぶ可能性があります。 

⑦親会社等との関係に関するリスク 

当社の親会社等は、新日鉱ホールディングス株式会社であります。 
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新日鉱ホールディングス株式会社は、石油事業の株式会社ジャパンエナジー、金属事業の日鉱 

金属株式会社、その他多くの子会社・関連会社を有し、「新日鉱グループ」を形成しております。

当社は、その中で「その他事業」のセグメントに属する独立事業会社と位置付けられております。

当社と新日鉱グループとの間には、①当社から日鉱金属株式会社への高純度チタンの販売（当社

グループの売上高に占める比率は当連結会計年度実績で 4.0 ％）、②新日鉱グループから当社へ

の役員の派遣、③新日鉱グループから当社への従業員の出向派遣、④業務受託会社を通じた間接

部門機能の一部共用、等の関係があります。 

当社と親会社等との関係については、当社の自主性・独立性を大前提に、当社にとってのメリ 

ット等を考慮し、適宜連携・協力しあうことを基本と考えております。取引の条件等は、協議・

交渉を行ったうえで決定しており、当社が受ける制約はございませんが、親会社等において、当

社グループとの取引等に関する基本方針に変更が生じた場合は、当社グループの業績に悪影響を

及ぼす可能性があります。 
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２．企業集団の状況 
 
当社グループは、東邦チタニウム株式会社（当社）並びに子会社４社及び関連会社２社により構

成されており、金属チタン事業のほか、高純度酸化チタン等の電子セラミックス原料、プロピレン

重合用触媒の製造・販売等の事業を行っております。 
 当社及び子会社・関連会社の位置付けは次のとおりであります。なお、事業区分は、事業の種類

別セグメントと同一であります。 
事業区分 主要製品及び役務 会社名 

金 属 チ タ ン 事 業          スポンジチタン、チタンインゴット、

高純度チタン、チタン加工品、 
四塩化チタン 

当社、トーホーテック㈱、 
トーホージャステム㈱（休眠会社） 

電 材 事 業          高純度酸化チタン、超微粉ニッケル 当社 
触 媒 事 業          プロピレン重合用触媒 東邦キャタリスト㈱  
そ の 他 事 業 環境分析、流出油処理剤、 

工事用・生産用資材、 
工事施工管理等の請負、 
太陽光発電用途ポリシリコンの実証

化研究 等 

㈱テスコ、日本ソーラーシリコン㈱、

日本ウィスカー㈱ 
 

 
 事業の系統図は、次のとおりであります。 
               
 
     
                             
         ※   トーホーテック㈱    

                         
         ※   トーホージャステム㈱  
 
         ※   東邦キャタリスト㈱   
 
         ※※  日本ウィスカー㈱   
 

※   ㈱ テ ス コ    
 
 
     ※※※※   日本ｿｰﾗｰｼﾘｺﾝ㈱    

 
                           
                （新日鉱グループ）   
               
      

東 

邦 

チ 

タ 

ニ 

ウ 

ム 

㈱ 

製  品 

役 務

製品・原料 

（休眠会社） 

     ※ 連 結 子 会 社 
   ※※ 持分法適用関連会社 

※※※ その他の関係会社（親会社等）

※※※※ 持分法非適用関連会社 

製  品

新
日
鉱
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
㈱ 

※
※
※

間接部門機能の一部共用

 
役 務

製  品
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３．経営方針 
 
当社は、昨年（平成 18 年）９月１日をもって、東京証券取引所の市場第一部銘柄に指定されまし

た。今回の東証一部への指定を新たなスタートと認識し、以下の方針により、経営目標である「世

界最強のチタン総合メーカー」の実現に向け、更なる企業努力を続け、皆様の期待に応えてまいる

所存でございます。 
 
（１）会社の経営の基本方針 

東邦チタニウムグループの経営理念は、以下の３つであります。 
① 技術の絶えざる革新を進め、世界最高の製品を提供する。 
② 自由闊達な気風のもと個人の能力を開発し、生きがいのある企業を目指す。 
③ 社業の発展を通じ豊かな社会づくりに貢献する。 

 
当社グループは、この経営理念のもと、顧客が満足する製品・サービスを安定的に供給すべく、

以下の方針を掲げ、安定供給体制の構築、製品品質の向上、製造コストの低減等に取り組んでお

ります。 
① 「技術」を重視し、技術力の向上を継続的に推し進める。 
② 生産その他の事業運営体制の改善を通じ、原料、エネルギー、生産設備等の生産に関わる全

ての資源を最も合理的かつ効率的に活用する。 
③ 社内諸制度の見直し、職場風土の改善等を通じ、人的資源の活性化と有効活用を図る。 
 
安全確保と環境保全は、事業の大前提であります。この認識のもと、設備・技術の改善や管理

体制の強化により、安全操業の維持と環境汚染の防止に万全を期してまいります。また、原料、

エネルギー等の原単位低減や当社の技術を活かしたリサイクルの推進等を通じ、限りある資源の

有効活用に努めてまいります。 
 

これらの実践により、株主にとっての企業価値の最大化を図るとともに、産業・社会が必要と

する良質な素材を安定的に供給し、社会経済の発展に貢献してまいります。 
 

（２）目標とする経営指標 

収益性の重視を基本に、いかなる事業環境においても一定水準以上の業績の確保を図る観点か

ら、「総資本経常利益率 15％以上、売上高経常利益率 15％以上を中長期的に維持する」ことを目

標としております。 

 
目標値 

（中長期的に維持） 

（参考） 

当期 

（19 年 3 月期） 

総資本経常利益率（ＲＯＡ） １５％以上 ２８．２％ 
売上高経常利益率（ＲＯＳ） １５％以上 ２８．４％ 

 

 

 



東邦チタニウム（株）（5727）平成 19 年 3 月期決算短信 

 13

（３）中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題 
東邦チタニウムグループは、「チタン」をアイデンティティとする企業グループであり、チタンに

関連した幅広い製品・事業分野を有しております。当社は、これら各事業の基盤強化を進めるとと

もに、その全体を「チタン」という幹とそこから派生する事業のグループとして捉え、その総和の

価値の最大化を進めてまいります。 

①金属チタン事業 

金属チタンの需要は、近年、航空機向け、一般工業向け、民生品向けともに拡大しており、今後

も好調に推移するものと見込まれます。 

このような中、当社は、航空機需要や為替動向に大きく影響されたチタン事業運営の過去の経験

に照らし、また、我が国の展伸材メーカーが一般工業用途を中心に勢力を拡大してきている状況を

重視し、これら展伸材メーカーとの一層の関係強化による当社事業の安定成長を目指して、まずは

チタンインゴットの安定供給に優先して取り組んでまいりました。現在、北九州市八幡東区におい

て進めている新溶解工場の建設は、この方向に沿ったものであります。 

一方、世界的にチタン需要の更なる増大が見込まれる中、スポンジチタンについても生産能力の

拡大が不可欠と考え、現設備での最大生産量を追求するとともに、新工場の建設による一層の生産

能力増強に向けた計画を推進しております。 

当社は、これらの展開の中で、スポンジチタンの量的生産力の拡大のみを追うのではなく、イン

ゴット、更には展伸材まで視野に入れ、展伸材メーカーとのより緊密な連携により一貫競争力を高

めていく戦略に立っております。また、複数の工場立地を有することにより、それぞれの特性を活

かして製品を作り分けするとともに、天災等の突発事態に係るリスクの分散を図ってまいります。 

更に、地球環境に配慮し、チタンのリサイクルの推進によってチタンの総供給量を増大させ、並

行してチタン関連分野での業容拡大を図り、「世界最強のチタン総合メーカー」を目指して行く所存

であります。 

各製品の課題は、次のとおりであります。 

(ア)チタンインゴット 

チタンインゴットについては、北九州市八幡東区に新工場（大型ＥＢ炉(電子ビーム溶解炉)）

の新設を決定し、平成 20 年４月の稼動開始を目標に工事を進めております。これにより、インゴ

ット生産能力を年産 9,000ｔから年産 19,000ｔに引き上げる計画であります。 

本計画は、増大するチタン需要に対して、スポンジ生産能力の増強と同時に、ＥＢ炉を活用す 

ることにより、徐々に増大するチタンスクラップをリサイクル活用し、省エネ、省資源といった

環境対応の要請にも応えつつ、チタンの供給を増加させていくという大きな方針に基づくもので

あります。 

(イ)スポンジチタン 

スポンジチタンについては、現在、茅ヶ崎工場の生産能力を年産 15,000ｔから年産 16,000ｔに

増強する工事を進めているところであります（平成 19 年完成予定）。 

一方、将来に亘って供給責任を果たすためには、生産能力を更に引き上げる必要があると考え、

スポンジ生産能力の大幅増強の検討を進め、本年４月、正式に決定いたしました。本計画は、北

九州市若松区にスポンジチタンの新工場を建設し、茅ヶ崎工場の設備増設と合わせ平成 21 年まで

にスポンジ生産能力を年産 28,000ｔまで引き上げるものであります（平成 21 年 12 月営業運転開

始予定）。また、将来の拡張計画として、更に年産＋12,000ｔの増強を想定しております。 

（注）当社のスポンジチタン生産能力は、一般品生産基準で表示しており、高純度スポンジチ

タン等の生産を加味した実生産量はこれを若干下回ります。 

(ウ)高純度チタン 

高純度チタンの主な用途は、半導体用スパッタリングターゲットであります。パソコンやデジ 

タル家電向けの半導体需要の拡大により、販売量の一層の増大が予想されており、これに対応し

た増産を進めてまいります。 

(エ)チタン加工品 

チタン製品の加工・販売を行うトーホーテック株式会社は、当社グループの大きな課題である 

「チタンの新たな用途開発」の一翼を担う会社として、重要な役割を果たしております。当社グ
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ループの事業展開において、チタンの下流分野に繋がるトーホーテック株式会社を有することは、

大きな強みであると認識しております。同社に関しては、これまでの純チタン中心から合金加工

の分野にも事業の範囲を広げるべく、積極的な取組みを行ってまいります。 

②触媒事業 

触媒事業の東邦キャタリスト株式会社は、好調なポリプロピレン需要を背景に、順調に業容を拡

大しております。 

同社は、今後とも、営業、研究、技術及び製造が一体となって、顧客の要求の的確な把握と迅速

な対応及び開発品の早期事業化を推進し、併せて全社一丸となったコスト削減及び品質安定化に取

り組んでまいります。 

黒部事業所の生産能力増強工事（ＴＨＣの生産能力を年産 135ｔから年産 175ｔに増加）について

は、計画どおり本年２月に完工いたしました。今後とも、本事業所と茅ヶ崎工場の２工場体制にお

ける最適生産により、ＴＨＣの安定供給を図ってまいります。 

③電材事業、その他 

電材事業は、四塩化チタンを原料とした高純度酸化チタン、チタン製造の技術を応用した超微粉

ニッケル等の電子セラミックス原料の製造を行い、主に電子部品材料向けに販売しております。超

微粉ニッケルについては、競争激化、原料価格高騰などますます厳しくなる事業環境の中で、収益

性を維持していくことが課題であります。 

チタンの分析技術を活かした環境分析事業等を行う株式会社テスコは、環境保全が社会的に重視

される中、特色ある製品・サービスの提供により、地球環境・地域環境の保全に貢献しております。 

チタン酸カリウム事業については、このたび、大塚化学株式会社との合弁事業を解消しましたが、

引き続き有望分野と位置付け、当社独自での事業展開を図ってまいります。 

以上のほか、当社グループの技術シーズを活かして、可視光応答型光触媒、太陽光発電用途ポリ

シリコンなど環境問題を意識した新規分野への展開も進めております。今後とも、経営資源の有効

な活用と経営基盤を磐石なものにしていくという観点から、現有の素材・技術を活用した新たな事

業の可能性について、検討を行ってまいります。 

 

 


